
（単位：円）

金　　額 金　　額
【資産の部】 【負債の部】
固定資産 2,326,050,035 固定負債 39,760,320
有形固定資産 1,660,540,025 地方債等 -
事業用資産 45,120,455 長期未払金 -
土地 - 退職手当引当金 9,120,000
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 60,759,288 その他 30,640,320
建物減価償却累計額 △ 15,638,833 流動負債 27,505,870
工作物 - １年内償還予定地方債等 -
工作物減価償却累計額 - 未払金 -
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 9,256,261
航空機 - 預り金 5,303,571
航空機減価償却累計額 - その他 12,946,038
その他 - 67,266,190
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 - 固定資産等形成分 2,326,050,035

インフラ資産 1,562,000,057 余剰分（不足分） 205,178,871
土地 150,611,874 他団体出資等分 -

建物 1,869,527,000

建物減価償却累計額 △ 458,138,826

工作物 2,649,840

工作物減価償却累計額 △ 2,649,831

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 -

物品 116,304,916

物品減価償却累計額 △ 62,885,403

無形固定資産 -

ソフトウェア -

その他 -

投資その他の資産 665,510,010

投資及び出資金 -

有価証券 -

出資金 -

その他 -

長期延滞債権 26,709,654

長期貸付金 -

基金 627,421,108

減債基金 -

その他 627,421,108

その他 28,086,000

徴収不能引当金 △ 16,706,752

流動資産 272,445,061

現金預金 256,324,771

未収金 16,120,290

短期貸付金 -

基金 -

財政調整基金 -

減債基金 -

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 -

繰延資産 - 2,531,228,906

2,598,495,096 2,598,495,096資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

全体貸借対照表
（令和　３年　３月３１日現在）

科　　　　　　目 科　　　　　　目



（単位：円）
金　　　額

経常費用 11,696,255,194
業務費用 1,015,404,871
人件費 180,042,488
職員給与費 149,548,229
賞与等引当金繰入額 9,256,261
退職手当引当金繰入額 9,995,000
その他 11,242,998

物件費等 720,394,832
物件費 650,529,723
維持補修費 7,613,644
減価償却費 62,251,465
その他 -

その他の業務費用 114,967,551
支払利息 -
徴収不能引当金繰入額 16,852,833
その他 98,114,718

移転費用 10,680,850,323
補助金等 10,680,022,123
社会保障給付 820,000
その他 8,200

経常収益 60,690,234
使用料及び手数料 22,995,890
その他 37,694,344

純経常行政コスト 11,635,564,960
臨時損失 5,378,403
災害復旧事業費 -
資産除売却損 5,378,403
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 -
資産売却益 -
その他 -

純行政コスト 11,640,943,363

全体行政コスト計算書
自　令和　２年　４月　１日
至　令和　３年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



（単位：円）

合計
固定資産等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 2,497,944,358 2,283,514,369 214,429,989 -
純行政コスト（△） △ 11,640,943,363 △ 11,640,943,363 -
財源 11,674,227,911 11,674,227,911 -
税収等 4,429,996,372 4,429,996,372 -
国県等補助金 7,244,231,539 7,244,231,539 -

本年度差額 33,284,548 33,284,548 -
固定資産の変動（内部変動） 42,535,666 △ 42,535,666
有形固定資産等の増加 37,620,000 △ 37,620,000
有形固定資産等の減少 △ 67,629,868 67,629,868
貸付金・基金等の増加 142,963,483 △ 142,963,483
貸付金・基金等の減少 △ 70,417,949 70,417,949

資産評価差額 - -
無償所管換等 - -
他団体出資等分の増加 - -
他団体出資等分の減少 - -
その他 - -
本年度純資産変動額 33,284,548 42,535,666 △ 9,251,118 -
本年度末純資産残高 2,531,228,906 2,326,050,035 205,178,871 -

全体純資産変動計算書
自　令和　２年　４月　１日
至　令和　３年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



（単位：円）
金　　　額

【業務活動収支】
業務支出 11,597,899,635
業務費用支出 917,049,312
人件費支出 160,791,227
物件費等支出 658,143,367
支払利息支出 -
その他の支出 98,114,718

移転費用支出 10,680,850,323
補助金等支出 10,680,022,123
社会保障給付支出 820,000
その他の支出 8,200

業務収入 11,713,515,313
税収等収入 4,418,278,782
国県等補助金収入 7,244,231,539
使用料及び手数料収入 22,995,890
その他の収入 28,009,102

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 115,615,678
【投資活動収支】
投資活動支出 119,997,613
公共施設等整備費支出 -
基金積立金支出 119,997,613
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 -
その他の支出 -

投資活動収入 22,034,000
国県等補助金収入 -
基金取崩収入 22,034,000
貸付金元金回収収入 -
資産売却収入 -
その他の収入 -

投資活動収支 △ 97,963,613
【財務活動収支】
財務活動支出 14,142,162
地方債等償還支出 -
その他の支出 14,142,162

財務活動収入 -
地方債等発行収入 -
その他の収入 -

財務活動収支 △ 14,142,162
本年度資金収支額 3,509,903
前年度末資金残高 247,511,297
本年度末資金残高 251,021,200

前年度末歳計外現金残高 5,326,100
本年度歳計外現金増減額 △ 22,529
本年度末歳計外現金残高 5,303,571
本年度末現金預金残高 256,324,771

全体資金収支計算書
自　令和　２年　４月　１日
至　令和　３年　３月３１日

科　　　　　　　　　目



１．重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　有形固定資産………取得原価

（２）有形固定資産等の減価償却の方法
　①有形固定資産・・・定額法
　　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
　　　物品　　４～１５年
　②所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース
　　契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
　　　………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

（３）引当金の計上基準及び算定方法
　①徴収不能引当金
　　未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により（または個別に回収可能性を検討し）、徴収不能
　　見込額を計上しています。
　②退職手当引当金
　　退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額
　　の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち坂井地区広域連合へ按分される額を加算し
　　た額を控除した額を計上しています。
　③賞与等引当金
　　翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、そ
　　れぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（４）リース取引の処理方法
　①ファイナンス・リース取引
　　通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
　②オペレーティング・リース取引
　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（５）資金収支計算書における資金の範囲
　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（坂井地区広域連合資金管理方針において、歳計現金等の
　保管方法として規定した預金等をいいます。）
　なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

（６）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
　物品及びソフトウェアの計上基準
　物品については、取得価格又は見積価格が50万円以上の場合に資産として計上しています。
　ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

２．追加情報

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
　①対象会計
　　一般会計
　　介護保険特別会計
　　代官山墓地特別会計
　②地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現
　　金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。
　③千円未満を四捨五入して表示しているため、合計額が一致しない場合があります。


